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提案理由の説明に先立ちまして、お許しをいただき、所信と市政に関するご報

告を申し述べたいと存じます。 

 

現在の我が国を取り巻く経済情勢を見ますと、世界の景気は弱い回復が見込ま

れるものの、米国においては、市場での財政健全化をめぐる懸念は払拭されてお

らず、さらに、欧州諸国のソブリンリスク問題や新興国の物価安定と成長の両立

など、海外経済は引き続き極めて不透明な状況であります。 

また、国内におきましては、政府の１１月の月例経済報告で、「景気は、東日

本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなかで、緩やかに持ち直して

いる」との基調判断を示し、景気の先行きについては、サプライチェーンの立て

直しや各種の政策効果などを背景に、景気の持ち直し傾向が続くことが期待され

る一方で、電力供給の制約や原子力災害の影響に加え、海外景気の為替レートや

株価等の変動によっては、景気が下振れするリスクの存在を示しております。 

このような国内外の経済情勢を背景とした現在の歴史的な円高は、産業の空洞

化を招き、経済活力や雇用を失わせるなど、地域経済にも甚大な影響を及ぼす恐

れがあることから、日本経済の再生が喫緊の課題となっております。     

そうした中、今月の９日に政府は、世界経済の成長を取り込み、高いレベルの

経済連携を推進することを明記した「包括的経済連携に関する基本方針」を閣議

決定し、同１３日から始まったアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議

において、野田首相は、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への交渉参加に

向けて関係国と協議に入ることを表明したところであります。 

このことにつきましては、政権与党の民主党の中でさえ賛否両論が渦巻き、国

民世論も二分する大変大きな問題であります。 
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しかし私は、日本の将来を考える時、このＴＰＰに関わる議論は単なる経済連

携に留まらず、国際政治を考える上でも極めて重要な課題であり、避けて通るこ

とのできないものと考えております。 

先ずは国民に対して、十分な情報開示が必要です。そして十分な議論を尽くし

て国民的な合意を得る最大限の努力をすべきと強く望むものであります。 

一方、本市では、市内経済の厳しい状態が長期化する中、４年目となる「経済

団体との意見交換会」を、川口商工会議所をはじめ、鳩ヶ谷商工会、鳩ヶ谷商店

会連合会を含む市内の各種経済団体や金融機関など、１７団体の代表者の皆さん

のご出席を得て、今月の７日に開催いたしました。 

席上、現下の円高・デフレなどによる大企業の影響が、市内中小企業に対する

納期の短縮や品質の向上、コスト削減への要求となり、受注型企業が大半を占め

る本市の産業界の厳しい経営実態と先行きへの不安感などが吐露され、また、金

融機関の方々からは、元金返済の一時猶予など、貸付条件の変更に応じる努力義

務が課された「中小企業金融円滑化法」の期限が、来年の３月に期限切れを迎え

ることから、市内企業の資金需要に応えるためにも期限延長は必要とのご意見を

いただきました。 

私は、改めて市内中小企業の経営環境の厳しさを認識するとともに、こうした

声に少しでも応えるために、政府に対して早急な取り組みを要望すべく、「円高是

正とデフレ脱却に向けた対策の早期実施及び中小企業の経営安定対策の実施に関

する要望書」を川口商工会議所会頭及び鳩ヶ谷商工会会長と私の連名で昨日、内

閣総理大臣をはじめ、関係大臣などへ提出いたしたところであります。 

さらには、来月の１２日に川口商工会議所及び鳩ヶ谷商工会と本市の共催で、

『超円高、デフレ下の日本経済にいま何が起こっているか、今後どうなるか･･･』
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と題して、緊急経済講演会を開催することといたしました。 

本市では、引き続き日本経済の現状や今後の見通しを的確に把握するとともに、

本市産業界が活気を取り戻し、市民生活の安定にも寄与することができますよう

に、市として、でき得る限りの対策を講じて参る所存であります。 

 

続きまして、平成２４年度の予算編成について申し上げます。 

まず、国の予算編成についてでありますが、９月末に取り纏められた平成２４

年度一般会計予算の概算要求額は、東日本大震災の復旧・復興費に加えて国債費

が大幅に増加したことなどから、前年度の当初予算である９２兆４，１１６億円

を大幅に上回る９８兆４，６８６億円と過去最大となり、この内、我が国経済社

会の再生に向けた取り組みなどに重点配分する特別枠「日本再生重点化措置」に

対する要望総額は、１兆９，７８８億円にのぼったところであります。 

現在、我が国は、巨額の財政赤字を計上し、公的債務残高も増加を続けるなど、

危機的な財政状況となっており、今後いかに安定財源を確保し、財政規律を保っ

ていくのか、政府においては非常に厳しい予算編成が予想されており、今後の国

の予算編成の動向について、より一層注意深く見守って参りたいと存じます。 

こうした背景のもと、鳩ヶ谷市との合併後、最初の予算編成となる本市の平成

２４年度予算編成につきましては、長引く景気の低迷による市税収入の大幅な減

少により財源の確保は一層厳しさを増している中、歳入見通しにおきまして、川

口市、旧鳩ヶ谷市の平成２３年度市税収入と比べて約９億円、前年度対比１．１％

の減を見込むほか、臨時財政対策債として４億円の増を見込んでも、なお一般財

源全体の減少により、前年度以上に財政調整基金からの繰入額を見込まざるを得

ない状況にあります。 
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一方、歳出面においては、依然として、生活保護をはじめとする扶助費や各特

別会計における保険給付費等の増に伴う繰出金の伸びも予想されることなどから、

昨年度以上に非常に厳しい予算編成を強いられる状況にあります。 

このため、本市予算編成の基本姿勢として、行政評価の三つの目的である「効

率的で質の高い行政の実現」「成果重視の行政の推進」「市民に対する説明責任の

履行」を念頭に、既成概念に囚われることなく、目的達成度の検証をはじめ、緊

急性、投資効果、適時性などを十分検討した上で事業のスクラップ・アンド・ビ

ルドを徹底し、真に必要な事業のみを推進するとともに、限られた財源のメリハ

リのある重点的・効率的な配分を行なうことにより、引き続き「人・もの・暮ら

し・まち・手づくり」の５つの視点を基本にした施策を推進して参る所存であり

ます。 

 私は、こうした極めて厳しい財政状況下であるからこそ、市民の皆さんからお

預かりをした貴重な税金を決して無駄にすることなく、最少の経費で最大の効果

が挙げられるように、来年度予算編成に全力を尽くして参りたいと存じます。 

 

それでは、市政に関しまして、数点ご報告を申し上げます。 

第１点は、放射線の測定及び対応についてであります。 

本市では、放射線に対する市民の皆さんの不安に応えるべく、市内１１ヵ所で

の定点測定のほか、幼稚園、保育所、小中学校、公園等を巡回測定するとともに、

学校給食の食材についても今月の２日から測定を開始し、その結果を公表いたし

ておりますが、現在までの測定結果は、いずれも規制値を超えない数値であり、

市民生活に支障をきたすものとはなっておりません。 

しかし、首都圏における近隣市区におきましては、雨水・排水の集まるところ
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から、比較的高い放射線量が測定されている例もあり、特に幼稚園、保育所、小

中学校におきましては、保護者の不安が高まっているところであります。 

一方政府は、先月の２１日に「当面の福島県以外の地域における周辺より放射

線量の高い箇所への対応方針」を発表し、基準値を超える数値が測定された箇所

を発見した場合の報告と、その箇所を可能な範囲で簡易な除染を行なうように要

請するとしております。 

そうした状況を踏まえ、本市では、今月の２１日に「放射線の測定及び線量が

高い箇所への対応方針」を新たに策定し、引き続き、定点測定や巡回測定を行な

うことに加え、保護者の不安を少しでも解消するために、幼稚園、保育所、小中

学校の雨水桝や敷地内の側溝等、雨水・排水の集積点を集中的に測定することと

いたしました。 

また、国が示した、年間１ミリシーベルトと大地からの自然放射線量の合計数

値の毎時換算値０．２３マイクロシーベルトを基準値とし、この基準値を超える

数値を計測した場合には、当該計測地点が、日常、児童・生徒等が立ち入る箇所

の場合は、直ちに、柵などを設けて立ち入りを制限し、状況により簡易な除染又

は表土の入れ替えなどの対策を講じることといたした次第であります。 

今後におきましても、市民の皆さんが日々の生活を安心して営んでいけますよ

うに、とりわけ未来ある子どもたちの健康を守るため、安全を最優先にしっかり

と対応して参る所存であります。 

 

第２点は、市民投票条例の策定についてであります。 

近年、市民意識や地域の政策課題がますます多様化・複雑化している中、広く

市民の意見を取り入れ、市民との協働により行政を推進していくことは、大変重
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要なことであります。 

本市では、市民が市政の主人公であることをすべての基本に置き、市民と議会

及び執行機関が、それぞれの役割を果たし、互いに協力し合いながら、市民が幸

せに暮らせる地域社会を実現するために、多くの市民の皆さんからのご意見を受

けて、平成２１年３月に川口市自治基本条例を制定したところであります。 

本条例には、市政に関する特に重要な事項について市民の意思を確認するため、

市民投票を実施することが謳われており、併せて、市民投票に関わる条例を別途

制定する旨が規定されております。このことから、本市の市政運営に、市民の皆

さんの多様な価値観をより反映させるために、平成２４年度中に市民投票条例を

制定すべく、鋭意取り組んで参る所存であります。 

 

第３点は、生活道路における最高速度時速３０ｋｍ規制の実施についてであり

ます。 

平成１８年９月２５日、戸塚地区の生活道路において発生した保育園児･保育

士を巻き込んだ、あのあってはならない悲惨な交通事故を契機として、本市では、

二度とこのような悲しみを繰り返してはならないとの切なる想いから、生活道路

の交通安全対策に取り組み、最高速度時速３０ｋｍ規制をはじめ様々な要望や提

案を国や関係機関に対して働きかけて参りました。 

そうした取り組みがようやく実を結び、川口警察署管内における地元町会から

要望のありました１２７路線のうち規制対象となる７６路線と合わせ、全国初と

なるモデル的な取り組みとして、芝地区及び西川口地区のうち一部の区域を指定

し、区域内の全ての道路の最高速度を一律に時速３０ｋｍとする面的規制を本年

３月から順次、実施いたしているところであります。 
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本年度におきましては、川口警察署管内に引き続き武南警察署管内の生活道路

の最高速度を時速３０ｋｍに規制するため、埼玉県警が４月から武南警察署内に

最高速度時速３０ｋｍ規制対策本部を設置し、本市も協力して武南警察署管内の

地元町会から要望があった１６４路線の道路環境や交通量等の調査を実施いたし

て参りました。 

そうした中、埼玉県警では、町会要望１６４路線のうち最高速度時速３０ｋｍ

規制７９路線と時速４０ｋｍ及び５０ｋｍ規制各１路線の計８１路線、並びに本

蓮１丁目地区など５地区の一部を区域指定し、面的規制を実施するとの意向が示

されたところであります。 

本市では、これらの交通規制の内容を踏まえ、来年度の早期実施に向け道路標

示をはじめとする安全対策工事を実施するための補正予算を、今議会に提案いた

した次第であります。 

今後におきましても、交通事故を１件でも減らせるよう、市民の皆さんのご協

力をいただきながら、危険箇所等の整備を進めるとともに、安全で安心な明るい

まちづくりの実現に向けて、交通安全対策を強力に推進して参りたいと存じます。 

 

第４点は、高機能消防指令・情報システムの運用開始についてであります。 

近年、本市における消防・救急業務は、建築物の高層化や単身高齢者世帯の増

加など都市環境・生活環境の変化に伴い、災害の態様が複雑化しており、様々な

災害状況に応じた迅速かつ的確な消防・救急活動の展開が求められているところ

であります。 

このことから、より高度な消防・救急活動の情報中枢を担うべく、新たな機能

を備えた、高機能消防指令・情報システムの導入・整備を進めて参りました。こ
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のシステムは、人工衛星を使って位置を正確に割り出す全地球測位システム、い

わゆるＧＰＳ機能を活用することにより、消防指令センターで各車両の位置情報

を把握し、災害現場に最も近い車両を自動的に選び出場させることで、現場への

到着時間の短縮を図り、消防部隊の効率的な運用が可能になるなどの新たな機能

を備えており、来年２月１日からの運用開始を予定いたしております。 

さらに、災害時に支援が必要となる高齢者や障害者、要介護認定者の方々を把

握する「災害時要援護者登録制度」に基づく情報をシステムに反映させることで、

災害時における速やかな要援護者への支援に備えるとともに、救急業務において

も、有効に活用が図れるものであります。 

今後とも、川口市民５８万人の安全・安心を守るため、消防・救急体制の充実・

強化に鋭意努めて参る所存であります。 

 

第５点は、「川口市地球高温化対策実行計画」の策定についてであります。 

本市では、「環境との共生」を市政の基本理念の一つとして掲げ、これまでも

廃棄物の減量をはじめ、再生可能エネルギーの利用拡大や温室効果ガスの削減な

ど、地球高温化の防止に向けた活動に積極的に取り組んで参りました。 

このたび、平成２２年度に実施いたしました「川口市環境基本計画」及び「川

口市地球温暖化対策地域推進計画」の見直しに併せ、これまでの取り組み状況や

運用上の課題を踏まえて、地球高温化の防止に向けた取り組みをより一層進展さ

せるために、新たな行動計画として「川口市地球高温化対策実行計画」を策定い

たしたところであります。 

本計画では、「区域施策編」として、市域全体の温室効果ガスを削減するため

の実行計画を策定するとともに、市役所等の日常業務から排出される温室効果ガ
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スの削減を目的とした「事務事業編」を策定し、低炭素社会の実現に向けて、市

民・事業者・市の三者が、それぞれの役割に応じた取り組みを推進することとい

たしております。 

中でも、平成２１年９月の国連気候変動首脳会合で政府が表明した、「温室効

果ガスの排出量を、２０２０年度までに１９９０年度比で２５パーセント削減す

る」という中期目標と同様の目標を掲げ、本市におきましても、目標の達成に向

けて自主的かつ積極的に取り組むことといたした次第であります。 

そうした中、本計画の内容や温室効果ガスの削減に向けて、これまで全市を挙

げて取り組んで参りました「エコライフＤＡＹ」をはじめとする諸活動が評価さ

れて、地球高温化の防止に意欲的に取り組む市町村の事例を広く県内に波及させ

ることを目的に埼玉県が創設した「環境みらい都市」に、去る１０月１３日、本

市が認定されたところであります。 

今後におきましても、これまで培った環境配慮の意識をさらに高めて参ります

とともに、このたび策定いたしました実行計画に基づき、地球高温化防止に関す

る事業の一層の推進に努めて参る所存であります。 

 

第６点は、戸塚環境センター西棟３・４号炉大規模改修事業についてでありま

す。 

廃棄物処理施設の整備にあたりましては、地球高温化の防止に配慮するととも

に、施設の延命化を図って安定的なごみ処理体制を確立するために、これまでも

維持管理や改修事業を計画的かつ効率的に進めてきたところであります。 

そうした中、本事業につきましては、平成２２年度から３ヵ年の継続事業とし

て実施いたしており、本年度におきましては、４号炉の大規模改修工事に着手し、
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去る１０月末をもちまして、本体工事が完了いたしたところであります。 

着工前には、大震災による影響で工事用電源の供給不足が懸念されたところで

ありますが、当初の計画どおり、主要設備の劣化や損傷部の改修を行ない、ごみ

焼却能力の回復を図るとともに、焼却熱を利用した発電設備を改良し、エネルギ

ー回収効率を高め、地球高温化防止への対応も実施いたしたところであります。 

現在、試運転によるごみ焼却を開始し、焼却能力、排ガス規制、発電量の２０％

アップや二酸化炭素の削減などの性能試験を実施しているところであり、各基準

値を満たす試験結果が実証された後、本格稼働いたす予定であります。 

また、３号炉につきましては、来年度、４号炉と同様に大規模改修を行ない、

将来にわたり、市民の皆さんが安心して生活できますよう、安定的なごみ処理体

制の整備に取り組んで参る所存であります。 

 

第７点は、「ＳＫＩＰシティ国際Ｄシネマ映画祭２０１１」についてでありま

す。 

今年で８回目を迎えた本映画祭は、去る１０月８日から１６日までの９日間、

ＳＫＩＰシティを会場として開催いたしました。 

今回の映画祭には、８１の国と地域から国際コンペティションである長編部門

に４９４作品、これに国内コンペティションである短編部門の１８９作品を合わ

せ、計６８３作品の応募がありました。 

最終日の表彰式におきまして、長編部門ではアルリック・ブラウン監督の『キ

ニアルワンダ』が「最優秀作品賞」に輝いたほか、３作品が「監督賞」「脚本賞」

「審査員特別賞」をそれぞれ受賞いたしました。また、短編部門では畑中大輔監

督の『記憶のひとしずく』が「最優秀作品賞」に輝いたほか２作品が「奨励賞」
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を受賞いたしました。 

さらに、映画制作を行なう際に、ＳＫＩＰシティの施設や設備を利用できるな

ど、国内の新人クリエイターを支援・育成するための賞である「ＳＫＩＰシティ

アワード」を小橋賢児監督の『ＤＯＮ'Ｔ ＳＴＯＰ！』が受賞し、短編部門にお

きましても、最優秀作品賞を受賞した畑中大輔監督が副賞として同賞を受賞する

とともに、今回も開催市として、新人クリエイターを支援する「川口市民賞」を、

短編部門を受賞した３監督に授与いたしたところであります。 

また、今年は、市内の小学生から高校生まで４０名以上の参加を得て本年４月

に発足した「川口市子ども映画クラブ」が制作した短編映画３作品を上映いたし

ました。これは、子どもたちだけで一から映画を作り上げるワークショップで、

この映画祭の目的の一つである若手クリエイターの発掘・育成に繋がる事業とし

て、今後、積極的に取り組んで参りたいと考えております。 

私は、本映画祭が、やがて我が国を代表する映画祭に発展するとともに、デジ

タルシネマの世界的規模での普及、さらには映像関連産業の振興に寄与すること

となるよう、これからも全力を尽くして参る所存であります。 

 

第８点は、「日光御成道シンポジウム」についてであります。 

日光御成道は、江戸時代に徳川将軍の日光東照宮への社参のために整備され、

現在の文京区内にあった本郷追分で中山道から分かれ、川口宿や鳩ヶ谷宿、岩槻

宿を経て、現在の幸手市で日光街道に合流する約４８ｋｍの街道で、川口と鳩ヶ

谷は、この街道の宿場町として、共に発展して参りました。 

この度、「川口市・鳩ヶ谷市合併記念 日光御成道シンポジウム～二つの宿場

をつなぐ道～」を、来年の２月４日に「フレンディア」を会場として開催いたし
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たいと考えております。当日は、将軍の日光社参の街道として、また川口と鳩ヶ

谷を結ぶ重要な幹線として、この日光御成道に焦点をあて、テレビやラジオで活

躍中の歴史家であり人気作家である加来耕三氏にご講演をいただき、その後、日

頃から地域の歴史と文化の研究に携わってこられた郷土史家の方々によるパネル

ディスカッションを予定いたしているところであります。 

当日は、ぜひ多くの市民の皆さんにご参加をいただき、両地域の歴史や文化へ

の理解を深めていただくことで、新川口市の一体感の醸成を図って参りますとと

もに、今後予定いたしております、徳川将軍の日光社参行列を再現するまつりや

イベントを新たな観光資源の一つとして、本市のＰＲにも積極的に努めて参りた

いと存じます。 

 

さて、今回提案いたしました議案は、予算議案３件、条例等の一般議案１７件

であります。 

予算議案につきましては、一般会計において、生活保護扶助費等に係わる９億

４，５８９万５千円の補正を、また、特別会計では看護学校事業をはじめ２会計、

１億１２万円の補正をそれぞれお願いするものであります。 

次に、一般議案でありますが、「川口市市民投票条例策定委員会条例」などの

条例議案５件、公の施設の指定管理者の指定議案３件、広域連合の組織変更議案

２件、市道路線の認定議案４件、人事議案３件であります。 

それぞれの議案内容につきましては、この後、副市長からご説明を申し上げま

すので、慎重にご審議を賜わり、ご可決下さいますようお願いを申し上げる次第

であります。 


